
（様式１）

行政手続法・行政手続条例適用の申請に対する処分に係る審査基準と標準処理期間

所管課名 園芸畜産課 整理番号 1-16

許認可等の種類 同一人に対する信用の供与等の承認（漁連）

水産業協同組合法第９２条

許認可等の概要 所行協同組合連合会が行う同一人に対する信用供与限度額を超える特例の承認

基準の制定根拠 ー

期間の制定根拠 ー

根拠法令条例等・
条項

審査基準
（未設定の場合は
その理由）

未設定(法令等の規定において言い尽くされているため)

　【参考】水産業協同組合法第９２条で準用する１１条の１１、水産業協同組合法施行令第１０条
第十一条第一項第四号の事業を行う組合の同一人（当該同一人と政令で定める特殊の関係のあ
る者を含む。以下この条において同じ。）に対する信用の供与等（信用の供与又は出資として政令
で定めるものをいう。以下この条において同じ。）の額は、政令で定める区分ごとに、当該組合の自
己資本の額に政令で定める率を乗じて得た額（以下この条において「信用供与等限度額」という。）
を超えてはならない。ただし、信用の供与等を受けている者が合併をし、共同新設分割（法人が他
の法人と共同してする新設分割をいう。）若しくは吸収分割をし、又は営業を譲り受けたことにより当
該組合の同一人に対する信用の供与等の額が信用供与等限度額を超えることとなる場合その他
政令で定めるやむを得ない理由がある場合において、行政庁の承認を受けたときは、この限りでな
い。
２　前項の組合が子会社で主務省令で定める会社以外のものその他の当該組合と主務省令で定
める特殊の関係のある者（以下この条において「子会社等」という。）を有する場合には、当該組合
及び当該子会社等又は当該子会社等の同一人に対する信用の供与等の額は、政令で定める区分
ごとに、合算して、当該組合及び当該子会社等の自己資本の純合計額に政令で定める率を乗じて
得た額（以下この条において「合算信用供与等限度額」という。）を超えてはならない。この場合にお
いては、前項ただし書の規定を準用する。
３　前二項の規定は、国及び地方公共団体に対する信用の供与、政府が元本の返済及び利息の
支払について保証している信用の供与その他これらに準ずるものとして政令で定める信用の供与
等については、適用しない。
４　第二項の場合において、組合及びその子会社等又はその子会社等の同一人に対する信用の
供与等の合計額が合算信用供与等限度額を超えることとなつたときは、その超える部分の信用の
供与等の額は、当該組合の信用の供与等の額とみなす。
５　前各項に定めるもののほか、信用の供与等の額、第一項に規定する自己資本の額、信用供与
等限度額、第二項に規定する自己資本の純合計額及び合算信用供与等限度額の計算方法その
他第一項及び第二項の規定の適用に関し必要な事項は、主務省令で定める。

標準処理期間
（未設定の場合は
その理由）

未設定(過去に申請実績がないため)
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